
１ 実施した研究開発事業の内容
\ 実施した研究開発事業の内容

区分 計画 実績

＜国内関係会社の基本情報＞
{名称：
|住所：
}代表者名：
~事業目的：
�資本金：
�決算月：
‚法人設立登記時期：
ƒ法人設立等の形態：

＜事業内容＞

] 事業参加者情報

{氏名又は名称及び代表者の氏名、|住所、
}職業又は営んでいる事業の内容、~連絡
先、�協力の内容

事業参加者と締結した規約等の内容

１

~ 事業参加者が複数ある場合には、その者ごとに繰り返し欄を設けて記入すること。
２ 適用を受けた支援措置の内容

\ 外国為替及び外国貿易法の特例の適用の有無

î有 î無

] 中小企業投資育成株式会社による出資を受けた場合の内容

出資金額 円

^ 課税の特例の適用を受けた場合の内容

{研究開発事業に係る所得控除額 円

（※）特例の適用を受けた場合の国内関係会社が行う研究開発事業以外の事業の有無
（「有」に印を付した場合には、その内容について別紙として報告すること）

î有 î無
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【代理人】
【識別番号】
【住所又は居所】
【氏名又は名称】

【申請の理由】
【提出物件の目録】
〔備考〕
１ 「【出願の表示】」の欄の「【出願番号】」には、「特願〇〇〇〇`〇〇〇〇〇〇」のように特許出願の番
号を記載する。ただし、出願の番号が通知されていないときは「【出願番号】」を「【出願日】」とし、「平
成何年何月何日提出の特許願」のように特許出願の年月日を記載し、「【出願日】」の欄の次に「【整理
番号】」の欄を設けて、当該出願の願書に記載した整理番号を記載する。また、国際特許出願につい
て、出願の番号が通知されていないときは「【出願番号】を「【国際出願番号】」とし、「ＰＣＴ／〇〇〇
〇／〇〇〇〇〇」のように国際出願番号を記載する。
２ 「【申請の理由】」の欄には、「審査請求料の軽減（特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関
する特別措置法第10条第２項）」のように記載した上で、行を改めて認定研究開発事業計画の名称と
認定研究開発事業者名を括弧書きで記載する。
３ その他は、様式第６の備考１、備考３から９まで及び備考12から15までと同様とする。
様式第八

認定研究開発事業計画の実施状況報告書

年 月 日

主務大臣名 殿

住 所
名 称 及 び
代表者の氏名 印

平成 年 月 日付けで認定を受けた研究開発事業計画「（事業名）」の 年度の実施状況を下記のと
おり報告します。

記

１．申請者及び研究開発事業を行う国内関係会社の情報
２．実施した研究開発事業の内容及び適用を受けた支援措置の内容
３．報告対象期間における雇用実績
４．研究開発支出実績

~

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とし、記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省
略することができる。
２ 申請者及び研究開発事業を行う国内関係会社の情報については、計画と実績を対比させてそれぞ
れ記載する。
３ 実施した研究開発事業の内容及び適用を受けた支援措置の内容
\ 設立された研究開発事業を行う国内関係会社に出資する者が外国為替及び外国貿易法の特例の
適用を受けた場合には、その旨を記載する。

] 中小企業投資育成株式会社による出資等を受けた場合には、その旨を記載する。
^ 法第11条各項に規定する課税の特例の適用を受けた場合には、その旨を記載する。

その他、報告対象期間内の研究開発事業の実績を説明するに当たり、必要と思われる書類を添付す
ること。
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